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■目的・目次

●将来シナリオ検討の目的
・令和元年度に公表されたスーパー・メガリージョン（SMR）構想検討会の最終とりまとめ（以下、「最終とりまとめ」）が
公表され、令和９年度のリニア開業を見据えた「SMRの形成とその効果の広域的拡大」について、国として積極的な
取組を行っていく必要性が指摘された。
・具体的には、各ブロックにおいてSMRの形成とその効果の広域的拡大に向けて、ブロックの特性を踏まえてリニア
開通・SMRの影響を見据えた将来シナリオの検討を行い、将来シナリオを踏まえた取組の具体的内容の検討を目指
すものである。

●将来シナリオの目次
構成（大項目） 小項目 記載内容（例）

第１章
首都圏（※）の人口、
産業、その他の社会
経済構造について

第１節：人口 将来推計（総人口・年齢三区分別） 等

第２節：産業 域内総生産の推移、特化係数（事業所数・従業者数）、大学
発ベンチャー企業の立地状況 等

第３節：その他社会経済構造 ワーク・ライフスタイルの変化、高齢者や女性等の動向、首都
圏広域地方計画（SMRの形成プロジェクト）の進捗 等

第４節：新型コロナウイルス
感染症がもたらした社会変化

医療・行政・教育・産業等の多角的な社会変化、コロナ禍終
息後の見通し 等

第５節：ワーカー・企業のニー
ズ

東京圏のワーカー及び東京都・神奈川県の事業者を対象に
実施した、「リニア中間駅周辺の豊かな地域環境と融合した
新たなワークスタイルに関するニーズ調査」（令和２年９～１０
月）の結果掲載

第６節：まとめ 第１～５節を踏まえた、首都圏の特性や前提とするべきトレン
ドの整理

第２章
リニア開通・SMRの
影響を見据えた将
来シナリオ

第１節：将来シナリオ検討の
視点

「最終とりまとめ」をベースに、将来シナリオを検討する視点
（具体化・追加）を提示

第２節：将来シナリオ 第１節の視点に基づき、「最終とりまとめ」における「地域戦
略」等について具体化、追加（将来シナリオ）

1※ 本シナリオにおける「首都圏」とは以下の都県を含むものとする
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県



第１章
首都圏の人口、産業、その他の社会
経済構造について
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第１節 人口（日本全体の年齢階層別人口の将来予測）

3

・日本の総人口は令和27（2045）年には1.06億人と、平成27（2015）年から16.3％減
・高齢人口（65歳以上）は令和27（2045）年には約530万人増に対して生産年齢人口（15～64歳）は約2,100万人、若年人
口（14歳以下）は約460万人減。高齢化率は26.6％（平成27（2015）年）から36.8％（令和27（2045）年）に上昇

※「最終とりまとめ」参考資料から抜粋
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第１節 人口（首都圏の年齢階層別人口の将来予測）

4

・これまでは増加傾向にあり、令和元（2019）年には過去最高の約4428万人となったが、令和２（2020）年には減少局面に
転じ、令和27（2045）年には約3985万人（平成27（2015）年と比べて約8％減）となり、人口減少の時代が本格化されると
見込まれる
・生産年齢人口（15～64歳）率は、令和17（2035）年に60％を下回り、令和27（2045）年には55.0％と、平成27（2015）年から
8.3ポイント減の見通しである
・高齢人口の割合が急増することが予想され、令和22（2040）年には約３人に１人が高齢者になると見込まれる

※「令和元年度首都圏整備に関する年次報告（令和２年版首都圏白書）」から抜粋、一部加工

人口減少時代
の到来

約3人に１人が
高齢者

働き手の急速
な減少
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第１節 人口（首都圏における年齢区分別人口移動の実態）

5

・20代では首都圏に対していずれの道府県でも大幅な転出超過
・50代以上の年齢では、長野県、静岡県、九州圏などで転入超過

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（2019年、外国人含む）
※首都圏内での移動は除く
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【首都圏における前住所別年齢階層別の転入超過数】

10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

首 都 圏

50代以上において、首都圏
に対して転入超過
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H31 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2 R1 R2
4月 5月 7月 8月 9月

埼玉県 3641 2570 1629 1012 1085 553 1398 1528 1172 1261
千葉県 3202 860 262 961 -47 1189 157 1674 565 1104
東京都 13073 4532 4481 -1069 1199 -2522 3648 -4514 3362 -3638
神奈川県 6229 5093 1357 363 38 -679 554 853 1075 1360
首都圏その他 -2416 -1026 -821 513 -476 802 -700 647 -468 1094
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第１節 人口（首都圏における直近の人口移動）

6

・2019（H31/R1）年と2020（R２）年の１～９月における、首都圏の人口移動を比較分析すると、特に東京都において、新型
コロナウイルス感染症感染拡大に伴う緊急事態宣言が発出された2020年4月以降、転入超過数が減少に転じ、7月以降
は3か月連続で転出超過となっている

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（外国人含む）

緊急事態宣言
発出

東京都は7月以降、3か月連続で転出超過

緊急事態宣言
解除

注）緊急事態宣言は、令和2年4月7日に埼玉、千葉、東京、神奈川、大
阪、兵庫、福岡の7都府県を対象に発出、4月16日に全国へ対象を拡大
し、5月25日に解除。
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第１節 人口（東京都における転出入超過数の詳細）

7

・令和２（2020）年９月の東京都における転出入超過数を見ると、転出超過数は神奈川県、埼玉県、千葉県の順に多い。

【転出超過数上位３県】

東京都

神奈川県

千葉県

埼玉県

-1547

-1413

-815

転入 転出 転入－転出

神奈川県 5842 7389 -1547

埼玉県 4505 5918 -1413

千葉県 3578 4393 -815

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（令和2年9月、外国人含む）
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第１節 人口（参考：東京都の年間転出入超過数の推移）

8

・東京都の年間転出入超過数推移を見ると、平成27（2015）年以降、常に転入超過傾向にあった

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」（外国人含む）
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第２節 産業（三大都市圏と主要国とのGDPの比較）

9

・スーパー・メガリージョン（三大都市圏が一体）が形成されれば、先進諸国（ドイツやイギリス等）を上回る域内GDPの規
模となる
・従業員数や出荷額のシェアから見る、三大都市圏における有望産業として、首都圏の場合、情報通信業が挙げられる

※「最終とりまとめ」参考資料から抜粋
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出典：内閣府経済社会総合研究所「平成28年度県民経済計算について（令和
元年11月29日）より事務局作成
※中部圏・近畿圏の定義は各圏域の広域地方計画の定義の通り（以下同様）

スーパー・メガリージョンが形成され
れば、ドイツやイギリスを超える。
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第２節 産業（首都圏産業の特化係数（事業所数・従業者数））

10

・事業所数及び従業者数の特化係数を見ると、首都圏ではともに情報通信業が集積しており、圏域内の内訳を見ると東
京都と神奈川県に集積している

出典：総務省「平成28年経済センサス-活動調査」
※特化係数=首都圏の総事業所（従業者）数に占める当該産業の事業所（従業者）数の比率÷全国の総事業所（従業者）数に占める当該産業の事業

所（従業者）数の比率

0.64 0.65
0.97 0.89
0.92 0.77
0.74 0.70

1 .66 1 .80
1 .05 1 .05
0.93 0.99
0.93 1 .14

1 .19 1 .23
1 .18 1 .38
1 .06 1 .06
0.98 1 .05

1 .06 1 .11
1 .03 0.88
0.60 0.66
0.95 1 .16

医療，福祉
複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）

金融業，保険業
不動産業，物品賃貸業
学術研究，専門・技術サービス業
宿泊業，飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業

特化係数（事業所数） 特化係数（従業者数）

0.49 0.41

教育，学習支援業

卸売業，小売業

※特化係数が１以上（赤太字）は当該産業
の構成比が全国の構成比より大きいことを

意味する

産
業
大
分
類
別

農業，林業
漁業
鉱業，採石業，砂利採取業
建設業
製造業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業，郵便業 特化係数（事業所数） 特化係数（従業者数）

茨城県 0.56 0.39
栃木県 0.51 0.29
群馬県 0.54 0.34
埼玉県 0.63 0.29
千葉県 0.69 0.48
東京都 3 .17 3 .31
神奈川県 1 .17 1 .24
山梨県 0.61 0.39

情報通信業

※圏域内の内訳
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第２節 産業（外資系企業の立地状況）

11

・外資系企業の立地状況を見ると、東京都が全体の68.1％、首都圏は全体の82.8％を占めている

出典：経済産業省「外資系企業動向調査」（令和元（2019）年調査）
※数値は平成30（2018）年度実績

都道府県 企業数 割合

東京都 2,240 68.1%

神奈川県 335 10.2%

大阪府 161 4.9%

愛知県 84 2.6%

兵庫県 81 2.5%

千葉県 54 1.6%

埼玉県 52 1.6%

福岡県 29 0.9%

静岡県 22 0.7%

京都府 17 0.5%

47都道府県合計 3,287

圏域 企業数 割合

北海道圏 11 0.3%

東北圏 38 1.2%

首都圏 2,723 82.8%

北陸圏 19 0.6%

中部圏 145 4.4%

近畿圏 274 8.3%

中国圏 25 0.8%

四国圏 5 0.2%

九州圏 47 1.4%

47都道府県合計 3,287

＜都道府県別企業数・割合上位10都府県＞ ＜圏域別企業数・割合＞
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第２節 産業（大学発ベンチャー企業の立地状況）

12

・大学発ベンチャー企業は東京都への集積が突出しており、立地数上位地域（東京都、大阪府、京都府、福岡県、神奈川
県）で全国の過半を占める

出典：経済産業省「令和元年度大学発ベンチャー・研究シーズ実態等調査」より事務局作成
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上位地域で全国
の過半を占める

東京都
30.2%

大阪府
6.8%

京都府
6.7%

福岡県
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都道府県別大学発ベンチャー企業シェア
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第２節 産業（学術・研究機関の立地状況）

13

・首都圏、中部、近畿に学術・研究機関が集積しており、首都圏のシェアは４割以上を占める

※「最終とりまとめ」参考資料から抜粋
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第３節 その他社会経済構造（ワーク・ライフスタイルの変化①）

14

・副業やテレワーク等、働き方の多様化とともに、人生観、価値観、習慣などを含めた個人の生き方（ライフスタイル＝生
活様式・営み方）が多様化しており、地域への関心や興味を持つ素地が形成されつつある一方で一層の多様化に向け
て障壁となる諸条件を取り除く必要がある

出典：国土政策局総合計画課「ライフスタイルの多様化等に関する懇談会 議論を通じた課題の整理」（令和2年7月）

近年は微増傾向

出典：都市局都市政策課都市環境政策室「平成31年度（令和元年度）
テレワーク人口実態調査―調査結果の概要―」（令和2年3月）

コロナ禍以前は
15％前後で推移
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第３節 その他社会経済構造（ワーク・ライフスタイルの変化②）

15

・テレワークやクラウドソーシング等の柔軟な働き方、都市と地方における二地域居住等の多様な暮らし方を実践する動
きが広がる中、テクノロジーや社会環境の変化により、副業だけではなく複業・多業等の働き方の進化や、住まい方の多
様化による多地域居住の進展が予測される

出典：国土審議会計画推進部会 国土の長期展望専門委員会『「国土の長期展望」中間とりまとめ』（令和2年10月）

※2016年11月発行
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第３節 その他社会経済構造（ワーク・ライフスタイルの変化③）

16

・エシカル消費（例：マイバッグの利用、食品ロス削減、地産地消等）について、エシカル消費につながる商品・サービス購
入意向は増加傾向にある

出典：消費者庁「エシカル消費（倫理的消費）に関する消費者意識調査報告書の概要について」（令和2年8月）
※令和2年2月19～25日実施（全国15～65歳の一般消費者対象、n=2803)

※エシカル消費とは

「消費者それぞれが各自にとっての社会的課題の解決を考慮した
り、そうした課題に取り組む事業者を応援しながら消費活動を行う
こと。2015年9月に国連で採択された持続可能な開発目標
(SDGs)の17のゴールのうち、特にゴール12に関連する取組。」
（出典：消費者庁HP）



国土交通省
関東地方整備局

第３節 その他社会経済構造（高齢者の社会参画の可能性）

17

・高齢者の体力は年々向上し、平成30年代（2018年～）には75～79歳の体力が平成10（1998）年の65～69歳に追いつく可
能性が示唆される
・起業家の年齢別構成を見ると、３人に１人が６０歳以上を占めており、豊富な社会経験の蓄積にもとづき、退職後も何ら
かの形で働き続けたいという意欲のあるシニア層が増加傾向

※「最終とりまとめ」参考資料から抜粋

出典：文部科学省「令和元年度体力・運動能力調査の概要」



国土交通省
関東地方整備局

第３節 その他社会経済構造（人生100年時代の到来）

18

・健康寿命が世界一の長寿を迎える、「人生100年時代」が到来する時、従来の3つの人生ステージ（教育を受ける／ 仕事
をする／引退して余生を過ごす）のモデルが大きく変質することが予測される

※「最終とりまとめ」参考資料から抜粋



国土交通省
関東地方整備局

第３節 その他社会経済構造（都道府県別出生率と女性の労働力率）

19

・女性の出生率は大都市圏が低く、地方が高い
・15～64歳女性の労働力率も出生率と同様の傾向にあり、通勤時間の長い三大都市圏は女性労働力率が低い

※「最終とりまとめ」参考資料から抜粋



国土交通省
関東地方整備局

第３節 その他社会経済構造（外国人留学生数）

20

・外国人留学生数は全体の約４割が東京都に集中している
・中間駅で見ると、神奈川県（113百人）が最も多く、次いで岐阜県（21百人）、長野県（16百人）、山梨県（11百人）

出典：日本学生支援機構「令和元年度外国人留学生在席状況調査」より事務局作成
※各年５月時点

上位10位の
都道府県

留学生数
（百人）

シェア
（％）

東京都 1,161 37.2%
大阪府 263 13.4%
福岡県 196 11.6%
愛知県 158 10.5%
京都県 146 10.8%
埼玉県 125 10.4%
千葉県 123 11.4%
兵庫県 114 12.0%
神奈川県 113 13.5%
群馬県 71 9.8%
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国土交通省
関東地方整備局

第３節 その他社会経済構造（首都圏広域地方計画の進捗）

21

・リニア開業を見据え、国際競争力強化を図るため、神奈川県駅周辺地区をはじめとした各拠点における都市機能の集
積に向けた協議を進めるとともに、圏域内外の「対流」を促進するための広域的な取組を展開

出典：『首都圏広域地方計画』の4年目の取り組み状況（令和2年3月公表）

観光ポータルサイト
https://tokyowestside.com/



国土交通省
関東地方整備局

第３節 その他社会経済構造（首都圏広域地方計画の進捗）

22

・SMRの効果を東日本各地に波及させるため、東北・北海道、上越、北陸新幹線が集まる大宮をSMRに対する東日本の
玄関口と位置づけ、東日本各地とSMRとのビジネスマッチングや東日本各地のショールーム機能を持つ拠点を設けるこ
となどによる両地域の対流の促進に寄与することが期待される取組が進展している

出典：『首都圏広域地方計画』の4年目の取り組み状況（令和2年3月公表）



国土交通省
関東地方整備局

第４節 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化

23

・世界規模で拡大する新型コロナウイルス感染症の流行により、日常生活のみならず、経済・社会全体のあり方、さらに
は人々の行動様式・意識など多方面で変化が発生しており、今後、「新しい生活様式」が定着しつつある

【医療・感染予防】
・ソーシャルディスタンス、マスクの重要性
・新型コロナウイルス治療薬の迅速承認
・感染者接触アプリ（COCOA）の開発（匿名化を重視）
・院内感染対策の推進、オンライン診療の開始
・死亡者数の割合が世界各国と比較して著しく低い

【行政】
・「Go To」（トラベル、イート等）キャンペーンの展開
・ワーケーションの推進
・デジタル庁創設の方針
・特別定額給付金による家計の支援
・薬事承認の迅速化
・東京オリンピック・パラリンピックの開催延期
・新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言発令

【教育・生活】
・学校休校（３～５月）
・GIGAスクール構想前倒し、オンライン化へ向けた取り
組み
・大学におけるオンライン授業（端末・ネットワーク環境に
差）、対面授業の混合展開
・学校再開後の三密回避対応
・マスク、消毒液の不足、デマによるトイレットペーパー不
足
・飲食等のデリバリー利用の拡大

【仕事・産業】
・テレワークの推進、デジタル化の進展
・出社率58.5％（緊急事態宣言下）
・自己啓発に肯定的（行っている、始めたいと思っている
20代・30代）
・GDP：３、４月累計-8.4%（リーマンショック上回る）
・観光業界・飲食店・遊泳娯楽・イベント・スポーツに打撃、
一方で巣ごもり需要等に対応するサービスや商品の売
れ行き拡大
・非正規雇用の雇止めが加速

※新エネルギー産業技術総合開発機構技術戦略研究センター「コロナ禍後の社会変化と期待されるイノベーション像」（2020年6月24日）
を参考に整理



国土交通省
関東地方整備局

第４節 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化(住まいの条件)

24

・新型コロナウイルス感染症前後で住まいに対する意識が変化していると考えられ、感染症の影響を受ける前では利便
性を重視する傾向が見られた一方、今年4月時点では部屋数の多さや間取りの広さを希望する割合や、通勤利便性より
も周辺環境を重視する割合が高い。

出典：国土交通省「新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う社会・国土の変化について」（国土の長期展望専門委員会（第６回）配付資料、令和2年6月）



国土交通省
関東地方整備局

第４節 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化（変化に対応した産業）

25

・新型コロナウイルス感染症拡大に対応するための検査・治療、新しい働き方や「新しい生活様式」等の展開を好機と捉え、
業績を伸ばしている産業（医療、精密機器（半導体関連）、食料品、通販等）も少なからず存在

出典：（株)日本能率協会総合研究所 マーケティング・データ・バンク（MDB）「MDBトレンドレポート（アフターコロナ～新型コロナウイル
ス感染拡大後のビジネス～」（令和２年９月）



国土交通省
関東地方整備局

第４節 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化(ワークスタイルの変化)

26

・緊急事態宣言の発出により、ワークスタイルにも大きな変化が起こり、全国及び東京圏においてはテレワーク利用率が
急増した。緊急事態宣言解除後、利用率は低下率は低下したが、コロナ禍以前よりも高い水準にあり、テレワークの認
知度や利点に対する理解は企業やワーカーの間で一定程度高まったことが想定される。

出典：国土審議会計画推進部会 国土の長期展望専門委員会『「国土の長期展望」中間とりまとめ』（令和2年10月）



国土交通省
関東地方整備局

第４節 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化(テレワークがもたらす生活意識の変容)

27

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴ってテレワークを経験した就業者は、テレワーク未経験者と比較して、ワークライフ
バランスを重視する傾向にあり、また地方移住に対する関心が高い傾向にある

出典：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）
「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（n=10,128、令和2年6月21日）



国土交通省
関東地方整備局

第４節 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化(ワークライフバランス)

28

・新型コロナウイルス感染症拡大前後における、就業者（n=6,685）の仕事に対する意識の変化について、約６割が仕事へ
の向き合い方が変化したと回答し、仕事と生活のバランス（ワークライフバランス）についても約５割が生活を重視するよ
うになり、いずれも20歳代・30歳代において顕著である

出典：内閣府政策統括官（経済社会システム担当）
「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（n=10,128、令和2年6月21日）



国土交通省
関東地方整備局

第４節 新型コロナウイルス感染症がもたらした社会変化(テレワークのメリット・デメリット)

29

・テレワークによるメリットとして、「通勤・移動時間が少なくて済む」等が多く挙げられる一方、「オン・オフの切替ができな
い」「集中力が続かない」「上司や同僚・部下と雑談や気軽な相談ができない」等のデメリットが挙げられている。

出典：三菱地所株式会社「15,000人就業者アンケート」調査（令和2年7月）
※東京都に勤務する、一都三県（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県）在住のオフィスワーカーを対象に実施（回答者の80.4％がテレワークを実施）
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